
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

制度大改悪を断念させ、抜本改善に転換させよう 

厚労省が昨年 10 月に示した介護保険制度の改定に

向けた当初案では、要介護 1、2 の生活援助などの総

合事業への移行や利用料２～３割負担の対象拡大、ケ

アプランの有料化など、「史上最悪」と呼ばれる７項

目の論点が挙がっていました。 

 コロナ禍や物価高騰による利用者や家族、介護職員

や事業所の疲弊をよそに、ずらりと並べられた項目に、

短期間で批判が拡がりました。 

 運動の拡がりのなかで、年内の取りまとめが先送り

となりました。しかし保険料引き上げ、2 割化の対象

拡大、多床室の室料徴収などの負担増は、統一地方選

挙後の夏まで先送りとなっており、これからがたたか

いの本番です。 

 引き続き、介護署名（50 万筆目標）、地元国会議員

への働きかけ、地方議会の意見書採択、街頭宣伝に取

り組み、制度の大改悪を断念させ、抜本的な改善策に

転換させましょう。 

 

◆厚労省の介護保険制度見直し論点の結論 

≪今年の夏までに結論≫ 

・65歳以上の保険料引き上げ 

・利用料の2割負担の対象拡大 

・老健施設などの多床室（相部屋）の有料化 

≪27年度改定までに結論≫ 

・要介護1・2の生活援助等の保険給付外し 

・ケアプランの有料化 

≪27年度改定で検討≫ 

・40歳未満の介護保険料徴収 

・低所得者の食費・居住費の軽減策の見直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2022 年の介護事業者の倒産が全国で 143 件となり、

2000 年の介護保険制度の開始以降最多を更新したこ

とが分かりました。民間調査会社の東京商工リサーチ

が1月11日に発表しました。従業員10人未満の事業

者が8割を占め、小規模事業者の窮状が際立っていま

す。これまでの最多は2020年の118件でした。 

 同社は、21 年はコロナ対策の資金繰り支援策など

で倒産件数が低く抑えられたものの、22 年は物価高

やコロナ禍、コロナ支援策の縮小が影響したと分析。

「コスト増による息切れ倒産も出始めた」と指摘して

います。経営が悪化している小規模事業者にはコロナ

禍や物価高の対策費を負担する余裕はなく、「コロナ

禍でもサービスを継続する事業者への支援が必要だろ

う」としています。 

 内訳は、従業員別では 5 人未満が 85 件で最多。次

いで5人以上10人未満が32件でした。負債額別でも

1 億円未満が 112 件。業種別では、「通所・短期入所

介護事業」が最多の69件で、前年の17件から大幅に

増えました（406％増）。次いで訪問介護事業が 50 件

でした。「コロナ倒産」は63件で、21年の11件から

急増しました。（1/13付しんぶん赤旗より） 

岩手県は社会福祉施設・医療施設等に対して物価

高騰対策支援金として 9億 4800 万円の補正予算を盛

り込みました。公費による物価対策・コロナ対策の拡

充と処遇の抜本改善が待ったなしです。 

岩手社保協ニュース 

2023年 1月 23日（月）No1（通刊 135号） 

大軍拡・大増税を許さない！ 

 いのち・暮らし・社会保障の拡充を！ 
 介護改悪  批判受け先送り 
負担増・給付減 諦めぬ政府 予断許さず 

介護倒産 143件  最多更新 

8割が小規模事業者 

〒020-0015 

盛岡市本町通 2‐1‐36浅沼ビル 6F  

TEL・FAX 019‐654-1669  

E-mail  i-shahokyo@aurora.ocn.ne.jp 
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国民皆保険制度に反する健康保険証の廃止 

 政府は、マイナンバーカードと健康保険証の一体化

を前倒しするために、「2024 年秋に現在の健康保険証

の廃止をめざず」と表明しました。 

 健康保険証の機能を同カードに一本化することで法

律上「任意」とされてきたカードの取得を事実上強制

するものです。 

 マイナンバーカードを保険証として使える制度は、

21年10月に本格運用が始まりましたが、登録した人

は全人口の約2割にすぎず、専用のカードリーダーを

設置した医療機関や薬局は約3割にとどまっています。 

政府が決めた 2023 年 4月からのシステム導入の原則

義務化にも医療関係団体から撤回を求める声があがっ

ています。 

 政府が今行うべきことは、新型コロナ感染拡大のな

かで、ひっ迫する医療現場の体制を拡充することです。

国民も、患者も、医療機関も望んでいない健康保険証

の廃止とマイナンバーカードを強制するあらゆる取り

組みをやめさせましょう。 

マイナンバーカードに口座登録を“自動化” 

 政府は、「特例制度」創設を盛り込んだマイナンバ

ー法改定案を、23 日に開会する通常国会に提出する

方針です。「特例制度」は行政機関が保有している児

童手当や年金などの支給口座の情報について、国に登

録する旨を通知。本人が「不同意」の返答をしなけれ

ば、自動的に登録される仕組みです。これには有識者

からも苦言が出されています。個人情報をマイナンバ

ーに紐づけて一元管理したい国の意図が露骨になって

います。 

マイナンバーカードの有無でサービスに格差が 

 岡山県備前市では、0～5 歳まで全ての園児の保育

料無償化や小学校、中学校の給食費と学用品費を無償

化してきました。ところが「23 年度から園児・児

童・生徒及びその世帯の全員がマイナンバーカードを

取得している場合、申請により保育料・給食費・学用 

品の納付が免除（無料）になる」と通知しました。家 

族にマイナンバーカードを取得していない人がいれ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ば、保育料等の無償化の対象から外れることになりま 

す。マイナンバーカードを持っている・持っていない

で免除に差があるというのは教育の機会均等に反し、

新たな差別を生み出すことになります。     

市民はマイナンバーカードの取得の有無にかかわ

らず、園児の保育料、児童生徒の給食費・学用品費を

無料とするよう署名活動に取り組んでいます。 

 

マイナカードの取得を競わせる政府交付金 

 政府はマイナンバーカードの普及を図るため、

「デジタル田園都市国家構想交付金」を創設し、自

治体のマイナンバーカードの交付率（その後、申請

率に修正）に基づいて配分を決める方針を打ち出し

ました。備前市のようにマイナカードの取得を盾に、

制度を自ら歪めるようなことがあってはなりません。 

 

 

 

岩手社保協への署名集約日：３月１０日（金） 

署名は中央社保協のホームページからもダウ

ンロードできます。 

署名（団体・個人）の取り組みのお願い 

健康保険証廃止の中止を求め 

マイナンバーカード取得の強制に反対します 

 


